
Ⅰ 重 点 課 題

住民参画による開かれた町政の推進1

住民活動と行政の協働・支援のための基本方針の策定

住民主体のまちづくり活動の促進を図るため、活動環境、活動機会等の充実につい
て、住民と行政との協働の在り方、活動支援の在り方についての基本方針を策定す
る。

01 企画財政課

住民活動と行政の協働・支援のための基本方針の策定

住民と行政の協働01

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

地域の問題などを自主的に解決する住民活動の重要性
が再認識され、地域に密着した福祉やまちづくり事業をは
じめ、様々な分野で住民活動の役割が期待されており、こ
れらの活動をさらに推進する必要がある。

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

指針策定

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

先進地の現況等を調査研究した。
「まちづくり太子塾」「いかるが
KAIGI」の活動を支援するととも
に、NPO「地域創造政策研究セン
ター」と協働で町制60周年・いか
るがホール開館10周年記念として
「ﾆｭｰﾖｰｸ･ｼﾝﾌｫﾆｯｸ･ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙ奈良特
別公演」を開催した。

△

先進地の現況等を調査研究した。
奈良県市町村行財政改善検討会
NPO等との協働推進部会に参加
 協働推進のためのﾌﾞﾛｯｸ別ﾌﾟﾗｯ
 ﾄﾌｫｰﾑ「npo等の行政の交流ｾﾐ
 ﾅｰ」
「まちづくり太子塾」「いかるが
KAIGI」の活動を支援した。

先進地の現況等を調査研究した。
「まちづくり太子塾」「いかるが
KAIGI」の活動を支援した。

先進地の現況等を調査研究した。
奈良県市町村行財政改善検討会作
業部会「協働型の地域社会づくり
」に参加
「まちづくり太子塾」「いかるが
KAIGI」の活動を支援

△ △ △

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

（見込み）

1 重点課題



住民参画による開かれた町政の推進1

施策の計画等への住民参加の検討

福祉サービス等について、アンケート調査を行い、現状分析を行うことで、更なる住
民サービスの質の向上を図る。

06 福祉課

福祉に係る住民意識調査の実施

住民と行政の協働01

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度 －

介護保険事業計画・高齢者福祉計
画及び障害者福祉計画、次世代育
成行動計画の策定に伴うニーズ調
査の実施

◎ － －

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

（見込み）

2 重点課題



住民ニーズに即応できる体制の整備2

窓口サービスの利便性の向上

住民票、印鑑証明、税証明等の申請・交付手続きや住民基本台帳異動にともなう国
民健康保険、国民年金等の申請手続きが１箇所でできるように組織・機構の見直しを
おこない、ワンストップサービスの実現を図る。
また、総合窓口の設置にあたっては、申請書記入、事務処理の簡素化を図るため、
総合窓口システムの導入を検討する。

02 企画財政課

総合窓口の設置及び総合窓口システムの導入

窓口サービス等の向上03

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

窓口が各課別であるため、課をまたがる複数の手続きは
一度に済ませることができず、不便が生じている。

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

ワンストップサービス導入の検討 各種証明書発行窓口の設置

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

総合窓口については、平成20年度
における組織・機構の見直しの中
では導入を見送る。
引き続き、調査研究を行う。

△

引き続き、電算システム等の改修
についての調査研究を行う。

引き続き、電算システム等の改修
についての調査研究を行う。

引き続き、電算システム等の改修
についての調査研究を行う。

△ △ △

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

（見込み）

3 重点課題



新しい時代に対応できる施策の抜本的見直し3

事務事業評価システムの本格的な運用

平成１２年度から試行実施を行ってきた事務事業評価システムの確立を行い、各事
業の必要性や有効性、効率性などを客観的に評価することにより、住民ニーズに対
応した事業の整理統合、廃止、手法の転換等の見直しを行い、より効果的・効率的な
事業の実施を図る。

01 企画財政課

事務事業評価システムの本格的な運用

事務事業の見直し01

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

限られた財源と人員のなかで、新たな行政課題や多様化
する住民ニーズに的確に対応するためには、これまで継
続して行ってきた事業であっても積極的に見直しを行うな
ど、事務事業全般にわたる徹底したスクラップアンドビルド
が必要になっている。

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

制度運用による事務事業の見直し 制度運用による事務事業の見直し 制度運用による事務事業の見直し 制度運用による事務事業の見直し

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

総合計画後期実施計画から進捗管
理シートを改良し、目標値に対す
る実績を入力し、事務事業評価的
な要素を加えた。

△

総合計画後期実施計画の進捗管理
の際に評価的な要素に基づき、進
捗管理を実施した。
県・市町村「行政経営」情報交換
会に参加
 政策評価のための「暮らし」
 「健康・福祉」「環境」「経
 済」「財政」の５分野について
 共通指標（71項目）の抽出

総合計画後期実施計画の進捗管理
の際に評価的な要素に基づき、進
捗管理を実施した。
県・市町村「行政経営」情報交換
会に参加

総合計画後期実施計画の進捗管理
の際に評価的な要素に基づき、進
捗管理を実施する。

△ △ △

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

【集中改革プラン対応項目】

（見込み）

4 重点課題



経営感覚に立脚した行財政システムの確立4

財政の健全化の推進

財政健全化に向けた方針を決定し、歳出の徹底した削減を進める。

04 企画財政課
全課

財政健全化の徹底的な推進

財政の健全化02

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

本町をとりまく環境を見てみると、財政状況は依然厳しい
状況が続くことが予想される。

経常収支比率
 平成21年度 94％
 平成22年度 94％

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

財政健全化の推進 財政健全化の推進 財政健全化の推進 財政健全化の推進

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

平成19年度予算編成
 町長・副町長の給料の縮減、収
 入役の廃止、管理職手当の縮
 減、団体補助金の削減などを実
 施
経常収支比率
Ｈ19 92.3％（Ｈ18 93.1％）

○

平成20年度予算編成
 町長・副町長の給料の縮減、管
 理職手当の縮減、幼稚園入園料
 の徴収及び保育料の見直しなど
 を実施
経常収支比率
Ｈ20 94.0％

平成21年度予算編成
 町長・副町長の給料の縮減、管
 理職手当の縮減、経常経費マイ
 ナス５％設定などを実施

経常収支比率
Ｈ21 92.7％

平成22年度予算編成
 町長・副町長の給料の縮減、管
 理職手当の縮減、経常経費マイ
 ナス５％設定などを実施

○ ○ ○

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

【集中改革プラン対応項目】

（ 数値目標 ）

（見込み）

5 重点課題



新時代に対応した組織機構を支える人材の育成5

人材育成に関する基本方針の策定

人材育成基本方針を策定し、①政策形成能力と管理能力、②対人能力、③基礎的
業務遂行能力、④法務能力、⑤国際化対応能力、⑥情報能力、⑦階層別に必要な
能力を重点項目とし、職員に求められる主な能力を育成し、その向上を図る。平成１
８年度の公務員制度改革を見据えた取組みを行いながら国との整合性も図る。

01 総務課

人材育成基本方針の策定

行政能率と人材育成01

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

地方自治の新時代に対応できる職員の能力開発を効果
的に推進するため、人材育成の目的、方策等を明確にす
る必要がある。

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

計画の見直し 人材育成計画の策定 計画の実施 計画の実施

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

①職員や職場の研修ニーズの把握
 に努め、研修成果の効果測定や
 評価方法について調査・研究
 し、その有効性、効率性を検討
 した。
②研修環境の整備を進めた。

○

人材育成を主眼においた新人事考
課制度を導入

新人事考課制度の試行実施
被考課者 190名

人材育成を主な目的とした人事考
課制度を、引き続き、試行実施
被考課者 190名

○ ○ ○

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

（見込み）

6 重点課題



行政評価システムの確立6

事務事業評価の確立

試行実施を行ってきた事務事業評価システムについて、より簡潔な評価調書及びそ
の評価システムの確立を行う。各事業の必要性や有効性、効率性などを客観的に評
価することにより、住民ニーズに対応した事業の整理統合、廃止、手法の転換を行い
、より効果的・効率的な事業の実施を図る。
また、評価の結果を実施計画及び予算の査定における指標として活用することによ
って事務経費の削減を図る。

01 企画財政課

事務事業評価の確立

事務事業評価制度01

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

平成12年度から事務事業評価システムの試行実施を行い
、その運用の調査研究を行っている。

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

調査研究 調査研究 調査研究 調査研究

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

総合計画後期実施計画から進捗管
理シートを改良し、目標値に対す
る実績を入力し、事務事業評価的
な要素を加えた。

△

総合計画後期実施計画の進捗管理
の際に評価的な要素に基づき、進
捗管理を実施した。
県・市町村「行政経営」情報交換
会に参加
 政策評価のための「暮らし」
 「健康・福祉」「環境」「経
 済」「財政」の５分野について
 共通指標（71項目）の抽出

総合計画後期実施計画の進捗管理
の際に評価的な要素に基づき、進
捗管理を実施する。
県・市町村「行政経営」情報交換
会に参加

総合計画後期実施計画の進捗管理
の際に評価的な要素に基づき、進
捗管理を実施する。

△ △ △

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

【集中改革プラン対応項目】

（見込み）

7 重点課題



公営企業等の健全な運営7

経営の効率化と財政の健全化

独立採算性の公営企業として、住民本位の徹底した効率経営を目指し、全職員の経
営参画・コスト意識改革を図りながら、全事業を効率化に結びつく事業と支出を抑制
することに結びつく事業の観点から包括的業務委託を導入し、ＯＡ化、組織再編、業
務委託化の推進等、効率的な経営体制の確立により、徹底したコストダウン経営を推
進する。また、安定的な経営を図るため長期財政計画を勘案し、料金の見直しを適
切に行う。

02 上水道課

効率経営の徹底及び水道料金の見直し

水道事業01

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

施設の更新に多額の資金が必要であり、財政状況は厳し
い状況が続くことが予想される｡

コスト縮減額  15,000千円

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

包括的業務委託導入検討 包括的業務委託導入検討

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

財政融資借入金の繰上償還を実施
健全な水道経営の推進に取り組む
ため、平成19から23年度の5ヵ年
においては、徹底したコストの削
減と必要最小限の設備投資に努め
る。

○

包括的業務委託導入に向けて、調
査研究
効率的な経営体制の指標として、
平成18・19年度会計決算から水道
事業ガイドラインを作成

包括的業務委託導入に向けて、調
査研究
平成22年度より3ヶ年間県営水道
の料金低廉化が実施され以後の料
金体系を確認しながら新料金の検
討

包括的業務委託導入に向けて、調
査研究
平成22年度より3ヶ年間県営水道
の料金低廉化が実施されることか
ら、中長期の財政推計表を策定し
、水道料金の見直しを検討する。
また、事務事業の効率化を図り、
コスト縮減に努める。

○ ○ ○

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

【集中改革プラン対応項目】

（ 数値目標 ）

（見込み）

8 重点課題



公営企業等の健全な運営7

公共下水道の普及促進

水洗化率の動向を把握・調査し普及促進に向けての検討を行い啓発活動等を実施
し公共下水道への接続件数を増加させることにより水洗化率の向上を図る。

01 下水道課

水洗化の促進

下水道事業02

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

平成１７年３月末に供用を開始したことから、施設整備が
完了している区域及び今後整備する区域を含め、多くの
方に利用いただき本来の目的である公共用水域の水質改
善と生活環境の改善に寄与していかなければならない。

水洗化率（公共下水道利用人口／公共下水道整備人口）５０％

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

実施 実施 実施 実施

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

水洗化の促進
 水洗化率 57.1％
 供用面積 120ha
 普及人口 7,983人
 接続人口 4,560人

○

水洗化の促進（見込み
 水洗化率 54.4％
 供用面積 137ha
 普及人口 9,375人
 接続人口 5,103人

水洗化の促進
 水洗化率 59.9％
 供用面積 145ha
 普及人口 9,965人
 接続人口 5,968人 

水洗化の促進
 水洗化率 61.0％
 供用面積 155ha
 普及人口 10,637人
 接続人口  6,500人 

○ ○ ○

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

（ 数値目標 ）

（見込み）

9 重点課題



公営企業等の健全な運営7

経営の健全化

長期保有地の計画的処分を目的に、平成17年6月30日付で指定を受けた土地開発
公社経営健全化計画に基づき、事業用地の処分を計画的に進めるとともに、都市計
画道路代替用地の積極的な処分を行う。
 また、新たな土地の取得については、「公有地の拡大の推進に関する法律」を踏ま
え、先行取得対象事業の早期実現を促進し、概ね３年を目途に公社保有地の処分
を図る。

01 企画財政課

土地開発公社の経営の健全化

土地開発公社03

（改善の方向性）

（      ）

（ 小 項 目 ）

行
 
政

 
改

 
革

 
内

 
容

（ 現  状 ）

斑鳩町土地開発公社の公社保有地の処分について、目
標を立てて進めてきているが、引き続き進めていく必要が
ある。

平成20年度を目途に公社保有地保有額（H15末に保有する土地の内、保有期間
が5年以上のもの）を標準財政規模の7.3％以下にする。

実
施
計
画

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

公社保有地の処分 公社保有地の処分 公社保有地の処分 公社保有地の処分

取組み項目

（ 担当課 ）

実
施
状
況

達
成
度

事業用地の処分
 処分額 413,617千円
 保有額 876,026千円
標準財政規模との比率 17.0％
公社の経営健全化計画(第2次)
Ｈ17.3経営健全化団体の指定申請

△

事業用地の処分を積極的にすすめ
、目標数値を達成した。

事業用地の処分
 処分額 594,177千円
 保有額 298,459千円
標準財政規模との比率 6.0％

さらに、事業用地の処分をすすめ
、公社経営の健全化に努めた。

事業用地の処分
 処分額  96,284千円
 保有額 205,484千円
標準財政規模との比率 3.9％

事業用地をすべて処分し、公社経
営の健全化を図ることができた。

事業用地の処分
 処分額  207,208千円
 保有額         0千円
標準財政規模との比率 0％

○ ○ ◎

◎：計画に基づき実施し、概ね完了  ○：計画に基づき実施しているが、事業の内容・性格等から継続的な実施が必要  △：計画に基づき実施しているが、課題等があり計画内容が未達成  ×：未着手  －：評価の対象外

【集中改革プラン対応項目】

（ 数値目標 ）

（見込み）

10 重点課題


